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新 価 共 済 特 約 

  

最終改定 令 和 3 年 4 月 1 日 

北 海 道 火 災 共 済 協 同 組 合 

 （用語の定義） 

この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。 

用 語 定    義 

減価割合 再調達価額から時価額を控除した額を再調達価額で除した割合をいいます。 

時価額 再調達価額から使用による消耗および経過年数に応じた減価額を控除した額をいいます。 

普通共済約款 この特約が付帯された普通火災共済普通共済約款および総合火災共済普通共済約款をいいます。 

 （この特約が適用される範囲） 

この特約は、建物、設備、装置、機械、器具、工具、什
じゅう

器または備品であって、その減価割合が50％以下であ

るものに適用されます。 

 （損害共済金を支払うべき損害の額） 

この特約により組合が損害共済金として支払うべき損害の額は、その損害が生じた地および時におけるこの特約

の共済の対象の再調達価額によって定めます。この場合において、損害が生じた共済の対象を修理することがで

きるときは、その損害が生じた地および時におけるその共済の対象の再調達価額を限度とし、次の算式によって算

出した額とします。 

修理費(注) ― 修理に伴って生じた残存物がある場合は、その価額 ＝ 損害の額 

(注) 修理費とは、損害が生じた地および時において、損害が生じた共済の対象を損害発生直前の状態に復旧す

るために必要な修理費をいいます。この場合、共済の対象の復旧に際して、組合が、部分品の補修が可能で

あり、かつ、その部分品の交換による修理費が補修による修理費を超えると認めたときは、その部分品の修理

費は補修による修理費とします。 

 （損害共済金の限度） 

組合が支払うべき損害共済金の額は、損害を受けたこの特約の共済の対象を復旧するために実際に要した額

を超えないものとします。 

 （この特約を付帯しない他の共済契約等がある場合の損害共済金の支払額） 

この特約の共済の対象について、この特約と同種の特約を付帯しない他の共済契約等がある場合においては、

組合は、他の共済契約等がないものとして算出した損害共済金の支払額から他の共済契約等によって支払われ

るべき損害共済金の額を差し引いた額を損害共済金として支払います。 

 （準用規定） 

この特約に定めのない事項については、この特約が付帯された普通共済約款の規定を準用します。この場合に

おいて、普通共済約款の規定中「共済契約の対象の価額」または「共済価額」とあるのを「共済の対象の再調達価

額」と読み替えるものとします。  


